
















金 円也

円也）

　　自

　　至

適用削除

の区分

×

×

×

×

×

○

○

×

数量

2冊

5本

契 約 締 結 日 の 翌 日

令 和 ７ 年 11 月 28 日

３　選択条項　別冊約款中選択される条項は次のとおりである。

　請負金額

船通山国
有林1001
り林小班
山元土場

４　支給材料及び貸与物件          

　　（適用されるものは○印、削除されるものは×印。）                         

スギ外

請負
物件

地方消費税額

事業
場所

（うち取引に係る消費税及び

生産完了
検査場所

 契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供

引渡予定月日

 第40条

　　　分の　　以内

 中間前金払 

 前金払 

引渡予定場所

２　事業期間 

作 業 工
程 別 数
量 内 訳
書 の と
おり

 第35条第1項

 第38条

 公共工事履行保証証券による保証  第4条第1項第4号

 履行保証保険契約の締結 

 支給材料及び貸与品 

請負予定金額

月１回以内 部分払

品　名

 国庫債務負担行為に係る契約の特則

契約
面積

植栽器具 島根森林管理署

 第15条

請負
予定
数量

 第4条第1項第2号

事業名

船通山国
有林1001
り林小班

 第35条第4項

複写式用紙番号1337

品質規格

別途指示

素材トラック運搬送状

コンテナ苗用

 銀行、甲が確実と認める金融機関等の保証

契約締結日島根森林管理署

 第4条第1項第3号

 第4条第1項第5号

 契約保証金の納付  第4条第1項第1号

選択事項 

記 番 別
作 業 内
訳 書 の
とおり

船通山国
有林森林
整備事業
( 間 伐 ・
伐採系・
造林)

（案）

森 林 整 備 事 業 請 負 契 約 書

選択条項

１ 事業名、請負物件、契約面積、請負予定数量、請負予定金額、事業場所及び生産
完了検査場所

(注)　｢取引に係る消費税及び地方消費税額｣は、消費税法第28条１項及び第29条並び
に地方税法第72条の82及び第72条の83の規定に基づき算出したもので、請負金額に10
／110を乗じて得た額である。



(1)   請負代金は、近畿中国森林管理局において支払うものとする。

(2) 　伐倒木の持ち出しは禁止する。
(3) 　使用材料は書面により報告し、必ず承認を受けること。
(4) 　暴力団排除に関する特約条項は別紙１のとおり。
(5) 　その他事項　特記仕様書　別紙２－１、別紙２－２のとおり。

発注者 住所 島根県松江市向島町134-10

分任支出負担行為担当官

氏名 島根森林管理署長 印

請負者 住所  

 

 

氏名  印

 

 

 

 

　上記の事業について、発注者と請負者は、各々の対等な立場における合意に基づ
いて、本契約書及び令和７年３月26日に交付した国有林野事業製品生産事業請負契
約約款及び国有林野事業造林事業請負契約約款によって公正な請負契約を締結し、
信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

５　特約事項

令和　　年　　月　　日

　本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。

また、請負者が共同事業体を結成している場合には、請負者は別紙共同事業体協
定書により契約書記載の事業を共同連帯して請け負う。





１ （伐倒作業）

　　（1）　保育間伐搬出見込地における間伐（以下活用型間伐）方法は、材積率35％を

上限とする１伐２残の列状間伐とし、残存列内の間伐を含めるものとする。

　それ以外の伐倒木については、必要に応じて後続作業の支障とならない箇所に

集積するか、等高線に平行に存置すること。

２ （森林作業道）

　　（1）　請負者は、作業道作設指針に即して各局で定める特記仕様書を遵守しなければ

ならないこと。

　　（2）　請負者は、作設する森林作業道の路線計画を明示した図面を含めた事業計画を

森林管理署長等に提出し、その確認を受けなければならないこと。

　　（3）　請負者は、（２）で確認を受けた森林作業道の計画に変更が生じたときは、そ

の変更内容について森林管理署長等に提出し、その確認を受けなければならない

こと。

　　（4）　森林管理署長等は、路線計画と異なる森林作業道を施工した場合等、請負者の

責に帰すべき事由により、林地崩壊が発生し又は発生する可能性が高い等林地保

全上特に問題があると認めるときは、請負者の負担において盛土の転圧、排水溝

の設置等の必要な措置を命じることができること。この場合において、請負者は

森林管理署長等の命に応じ、必要な措置を講じなければならないこと。

３ （一般材及び低質材の取扱）

　　（1）　一般材は市場輸送（委託販売）とし、低質材は山元土場で販売（システム販売）

することから、山元で仕分けを行うこと。

　　（2）　システム販売とする低質材については、システム販売協定者がチップ工場等で

計測した重量に換算値を除した値を生産数量とすることから、トラックへの積込

みが容易な状態で集積することとし、N材、L材で仕分けを行うこと。

　　（3）　一般材については、遅くとも事業期間内における委託販売先の最終市日の検知

に間に合うように、市場と調整を行いながら運搬を完了させること。また、市場へ

別紙２－１

特　記　仕　様　書



の運搬が短期間に集中しないように運搬ペースの平準化に努めることとし、低質材

が紛れないように山元での仕分けを徹底すること。

　　（4）　低質材については、事業期間内に余裕をもって数量確定ができるよう、システム

販売協定者と連携をとること。

４ （境界関係）

　　（1）　事業実行に当たって、民有地への伐倒木の倒し込み、末木枝条などの残材や土石

の崩落、立木被害を与えないこと。被害を与えた場合は、請負者の責任において補

償すること。

　　（2）　事業実行に当たって、民有地の使用及び支障木等が発生する場合は、請負者にお

いて土地所有者等と調整を行い、承諾を受けること。なお、調整に当たっては、監

督職員へ事前報告の上、関係法令を遵守しつつ、誠意をもって対応すること。

６ （アフリカ豚熱（ASF）対策）

(1) 山林での作業用の靴の履き分けや下山時や帰宅時の靴及びタイヤの土落とし等、平

時における感染防止対策に協力するとともに、野生いのししの死体発見時には管轄

の実態に速やかに通報すること。

(2) アフリカ豚熱（ASF）対策として、野生いのししの感染が確認された場合の都道府県

が実施する防疫措置に基づき、消毒ポイントにおける消毒の実施や帰宅後の靴底の

洗浄消毒等を行うこと。また、府県の行う立入制限等の防疫措置等を踏まえ、契約

約款20条に基づき事業を一時中止または解除する可能性がある。

５ （その他）

　　（1）　事業実行に当たって、使用材料や苗木購入がある場合は納品書（写）及び苗木の

荷札を監督職員へ提出すること。

　　（2）　毎月、作業日報（別紙様式２）を基に「月別工程管理表（別紙様式１）」を作成

のうえ、月別請負進行状況等報告書と併せて翌月５日までに提出すること。

（※主伐、間伐別に提出すること）

（3） 　上記の様式の提出にあたっては、必要な項目が網羅されている場合は、任意の様

式でも差し支えないものとする。

　また、監督員等への報告にあたっては、電子メールでの報告も可とする。








































